
平成２７年 ４月 ２日

内閣府 地方創生推進室

「近未来技術実証特区」について
－ 規制改革による地方創生、成長戦略に向けて －

資料９
（内閣府）



「近未来技術実証特区検討会」の開催 【平成２７年１月１３日】
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「近未来技術実証特区検討会」 委 員 名 簿
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１／１５ 第１回 近未来技術実証特区検討会
－ 検討会の設置、提案募集の開始、「自動飛行」ヒアリング

・ 野波健蔵 千葉大学特別教授 ・ ヤマハ発動機株式会
・ セコム株式会社 ・ 綜合警備保障株式会社 など

２／ ９ 第２回 近未来技術実証特区検討会
－ 「遠隔医療」ヒアリング
・ 酒巻哲夫 特定非営利活動法人日本遠隔医療協会理事長
・ 武藤真祐 医療法人社団鉄祐会理事長
・ 松本純夫 東京医療センター名誉院長、日本内視鏡外科学会監事、ロボット支援手術検討委員会顧問

２／２７ 第３回 近未来技術実証特区検討会
－ 提案募集結果・共通課題の報告、「自動走行」ヒアリング
・ 須田義大 東京大学生産技術研究所、次世代モビリティ研究センター長 教授
・ 猪野聰之輔 慶應義塾大学大学院、メディアデザイン研究科附属メディアデザイン研究所 リサーチャー
・ 谷口 恒 株式会社ＺＭＰ代表取締役社長

３／３０ 第４回 近未来技術実証特区検討会
－ 「遠隔教育」、「近未来技術関連ベンチャー」ヒアリング、デモンストレーション・
・ 長野県伊那市

・ 夏野 剛 慶應義塾大学政策・メディア研究科特別招聘教授
・ 孫 泰蔵 Mistletoe株式会社代表取締役社長兼ＣＥＯ
・ 本荘修二 多摩大学大学院客員教授
・ 杉江 理 WHILL株式会社ＣＥＯ ・ 野波健蔵 千葉大学特別教授

「近未来技術実証特区検討会」 検 討 経 緯
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「近未来実証特区におけるプロジェクト」提案募集の結果
【集中受付期間】 1/15～2/13 （※）その後も随時受付

5



少なくとも特区において実現すべき規制改革事項（例）
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２／２３ 遠隔医療 【厚生労働省】 (14:50-16:00)
・ 初診及び急性疾患に係る対面診療原則の緩和

・ 薬剤の処方箋の交付及び配達に係る規制の緩和
・ 遠隔診療対象疾患例の記載の拡大等 など

３／ ９ 自動飛行 【総務省】 (10:15-11:00)
・ 無人航空機の長距離飛行等を可能とするための電波法令の規制緩和

自動飛行 【国土交通省】 (14:00-15:00)
・ 無人航空機の飛行に関する航空法の規制緩和

３／１３ 遠隔医療 【厚生労働省】 (14:00-15:00)
・ 遠隔医療に関する諸課題（２／２３の事項・２回目）

自動走行 【警察庁、国土交通省】 (16:30-17:15)
・ 自動走行に関する道路交通法等の規制緩和

「国家戦略特区ワーキンググループ」 検 討 経 緯
(近未来技術実証特区関係)
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「地方創生特区の指定について」
- 第１１回 国家戦略特区諮問会議（1/27）石破大臣提出資料より抜粋 -
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林業経営や放牧に解放

火山監視

遭難者の捜索

無人飛行の実証

観光地における
外国人医師による診療

玉川温泉

鳥獣被害対策などの
農林畜産分野の調査

放牧利用やドローン実証などによる
国有林野の民間開放 特区

－ 「農林・医療ツーリズム」のための改革拠点 －
秋田県仙北市

●国有林野の民間開放
（貸付面積や貸付対象者の拡充）

●農業生産法人の要件緩和

●単独の診療所での診察解禁

121212
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ソーシャル・イノベーション創生 特区
－ 「女性活躍・社会起業」のための改革拠点 －

近年、女性による起業相談件数が急増

能力を
活かしたい

他人・地域
への貢献

震災前起業家 20.6% 16.5%

震災後起業家 15.2% 23.7%

起業家予備軍 8.8% 31.5%

震災後、起業マインドが大きく変化

東北地方は課題先進地域
（出典：仙台市調査）

（出典：（公財）仙台市産業振興事業団調査）

高い
高齢化率

低い
合計特殊
出生率

被災地

起業しやすい
仕組みづくり

女性の社会
参加促進

大学との連携
による近未来
技術の実証

ＮＰＯ法人の設立認証の手
続期間を約半分に

公証人の定款認証が公証役
場外でも可能に

起業直後の企業等に雇用
ルールを説明して労働関係
紛争を未然防止

地域限定保育士試験の実施
により保育士不足を解消

東北大学との自動走行等の
実証により新たなイノベー
ションを喚起

都市公園内への保育所設置
により待機児童を解消

＜仙台市を取り巻く環境＞

Ｈ23 Ｈ26Ｈ25Ｈ24

56

444

8771

宮城県仙台市
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モノづくり・農業の産業強靭化 特区
－ 「産業の担い手育成」のための教育・雇用・農業等の総合改革拠点 －

公設民営学校設立等による
産業人材の育成・確保

自動車・航空宇宙等の
国内最大のモノづくり拠点

産業人材育成や自動走行等による
成長産業・先端技術の中枢拠点の形成

農業の所得向上と
成長分野への転換

 農業委員会の市への業務移管
 農業生産法人の役員要件の緩和
 農業への信用保証の適用
 農家レストランの設置

中部国際空港を活用し、
交流人口の増加に寄与

愛知県

14



「今後の展望とドローン特区」 第１回近未来技術実証特区検討会・野波教授提出資料
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国有林野の民間開放（無人飛行実証に資する規制改革事項の例）
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○ 本日、昨年末の選挙でお約束した『地方創生特区』の第一弾として、３地域を決定
しました。この地方創生特区が、全国の地方創生をリードするモデルになることを期待
したいと思います。

○ 秋田県仙北市は、市内の６割を占める国有林野を民間に開放し、放牧やドローン
の実証を行うとともに、外国医師の診療所での診察を解禁するものであります。

○ 宮城県仙台市は、女性の活躍や社会起業の拠点として、ＮＰＯ法人も含めた開業
手続を迅速化し、地域限定保育士を導入することとしています。

○ 教育や農業分野での岩盤規制改革を断行する愛知県を含め、地方創生特区第一
弾のこれら３地域に対しては、手続の簡素化や専門家の派遣など、最大限の支援を行
いたいと思います。

○ また、都市公園内の保育所の設置解禁や外国医師による診療範囲の拡充など、
今回の法案に追加する規制改革事項を決定しました。これらを盛り込んでパワーアッ
プした法案を、この国会に提出いたします。

○ さらに、近未来技術の実証を含め、大胆な規制改革提案を募り、年内できるだけ
速やかに、『地方創生特区』第二弾を実現したいと思います。

安倍総理挨拶（指示）【平成２７年３月１９日 第１３回・国家戦略特別区域諮問会議】
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「国家戦略特区の第二次指定（地方創生特区の指定）に当たって」
- 第１３回 国家戦略特区諮問会議 民間有識者提出資料 より抜粋 -
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参 考 資 料
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６つの国家戦略特区における「区域会議の開催」「事業計画（区域計画）の認定」の状況
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国家戦略特区 区域計画の認定の状況 （２０１４年度合計： 区域会議１３回開催、５０事業認定）

区 域 名
（認定事業数）

規制の特例措置等・事業主体
区域会議開催日

（区域計画作成日）
区域計画認定日

東 京 圏
（１８件）

都市再生特別措置法の特例 日比谷地区【三井不動産】 平成26年12月9日 平成26年12月19日

都市計画法の特例
竹芝地区【東急不動産、鹿島建設】

平成27年3月4日 平成27年3月19日虎ノ門四丁目地区【森トラスト】

道路法の特例 丸の内仲通り等【大丸有地区まちづくり協議会】

保険外併用療養に関する特例

慶應義塾大学病院

平成26年12月9日 平成26年12月19日国立がん研究センター

東京大学医学部附属病院

公益財団法人がん研究会

平成27年3月4日 平成27年3月19日順天堂大学医学部附属順天堂医院

国立大学法人東京医科歯科大学

病床規制に係る医療法の特例

公益財団法人がん研究会

平成26年12月9日 平成26年12月19日
医療法人社団滉志会 瀬田クリニックグループ

医療法人社団葵会

公立大学法人横浜市立大学

慶應義塾大学病院
平成27年3月4日 平成27年3月19日

順天堂大学医学部附属順天堂医院

雇用労働相談センター ― 平成26年12月9日 平成26年12月19日

東京開業ワンストップセンター ― 平成27年3月4日 平成27年3月19日

関 西 圏
（８件）

保険外併用療養に関する特例

大阪大学医学部附属病院

平成26年9月24日 平成26年9月30日独立行政法人国立循環器病研究センター

京都大学医学部附属病院

病床規制に係る医療法の特例 公益財団法人先端医療振興財団 平成26年9月24日 平成26年9月30日

エリアマネジメントに係る道路法の特例 一般社団法人グランフロント大阪TMO 平成27年3月11日 平成27年3月19日

歴史的建築物等に係る旅館業法施行規則
の特例

一般社団法人ノオト 平成27年3月11日 平成27年3月19日

iPS細胞由来の血小板製剤供給事業に係る
課税の特例

株式会社メガカリオン 平成27年3月11日 平成27年3月19日

雇用労働相談センター ― ― 平成26年12月19日
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区 域 名
（認定事業数）

規制の特例措置等・事業主体
区域会議開催日

（区域計画作成日）
区域計画認定日

新 潟 市
（８件）

農業生産法人に係る農地法等の特例
株式会社ローソン

平成26年12月3日 平成26年12月19日
株式会社新潟麦酒

農業委員会と市町村の事務分担に係る特例 ― 平成26年12月3日 平成26年12月19日

農家レストラン設置に係る特例

有限会社フジタファーム

平成26年12月3日 平成26年12月19日
株式会社絆コーポレーション

有限会社ワイエスアグリプラント

有限会社高儀農場

農業への信用保証制度の適用 ― 平成26年12月3日 平成26年12月19日

養 父 市
（１１件）

農業委員会と市町村の事務分担に係る特例 ― 平成26年7月23日 平成26年9月9日

農業生産法人に係る農地法等の特例

有限会社新鮮組

平成27年1月27日 平成27年1月27日

株式会社近畿クボタ

吉井建設有限会社

オリックス株式会社、やぶパートナーズ株式
会社

ヤンマーアグリイノベーション株式会社

株式会社姫路生花卸売市場

株式会社マイハニー

株式会社アグリイノベーターズ

農業への信用保証制度の適用 ― 平成27年1月27日 平成27年1月27日

歴史的建築物等に係る旅館業法施行規則の
特例

一般社団法人ノオト 平成27年1月27日 平成27年1月27日

福 岡 市
（５件）

エリアマネジメントに係る道路法の特例

天神15号線等【福岡観光コンベンションビュー
ロー】

平成26年6月28日 平成26年9月9日天神18号線【We Love天神協議会】

博多駅前線等【博多まちづくり推進協議会】

博多駅前10号線【御供所まちづくり協議会】

雇用労働相談センター ― 平成26年9月25日 平成26年9月30日
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○ 本日の東京開業ワンストップセンター開所式に際し、心からお祝いを申し上げたいと思います。
私は、先ほど初めて、いわゆるワンストップセンターを視察させていただき、本当にワンストップだなと思いました。
よく、タイム・イズ・マネーという言葉がございますが、ワンストップ化したことによって、相当の時間を私は節約できることに

なったのではないかと思います。このグローバルな時代に、スピードこそ私は重要ではないのか、その意味において、企業が
日本で会社を作ろうと思って、企業ができるまで、起業するまで時間を短縮をし、それによって、海外の企業が日本に投資をし
ようという大きなきっかけになるのではないのかという気持ちがしたような次第です。
○ 『世界一の都市・東京の実現』という舛添都知事をはじめとする皆様の強い意志を高く評価し、東京圏を『国際ビジネス・
イノベーションの拠点』として、『国家戦略特区』に指定しました。 『日本が世界の真ん中で輝く国となる』と申し上げてまいりま
した。２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックの開催を控え、東京圏は、新しい日本を世界に発信するモデルとならなけれ
ばなりません。そのためにも、東京圏とは、強力にタッグを組んで、国際的なビジネス拠点を目指して、規制・制度改革に取り
組んでいきたいと考えています。
○ 政権交代以後、投資先としての日本の魅力は格段に上がってきています。日本への
直接投資は、昨年約３倍に増えました。外国企業から見たアジアの投資先の関心度調査
では、それまで全項目で中国が１位だったのが、R&D拠点、販売拠点で、日本が１位を
獲得しました。今年はもっと１位が増えるのではないかと期待しております。全世界で見ても、
世界経済フォーラムの競争力調査で、我が国は、９位から６位に上昇しています。しかし、
６位で我々が甘んじることはありません。皆さん、１位を目指していこうではありませんか。
○ しかしながら、このように投資環境が良くなっても、いざ日本で開業しようとすると、
大きなが壁があります。縦割で煩雑な行政手続です。せっかく日本で会社を作ろうと
思っても、登記、税務、年金、入国管理、保険。あちこちの窓口に駆け回ると考えるだけで、
気が遠くなるわけであります。これを打破して、世界から企業・人材・資金をひきつける先兵となってもらうのが、国家戦略特区
制度を活用した『東京開業ワンストップセンター』です。もちろん、英語で手続きのお手伝いもいたします。
東京開業ワンストップセンターが、日本の、そして世界のモデルとなることを祈念をしたいと思います。
○ なかなか成長戦略進まない。こういう批判を書くのは簡単でございますが、書いてきた皆さん、ワンストップセンターを見て
いただきたい。これは、まさにワンストップにする、窓口を集めるというのは、これはなかなか大変なことでありましたが、これを
実現するために大きな貢献をいただいた皆様に改めて敬意を表したいと思います。しかし、ここで私たちの改革は止まるわけ
ではありません。皆様と共に力を合わせながら、世界で最もビジネスがしやすい国、日本、東京を目指して頑張っていきたいと
思います。

「東京開業ワンストップセンター」開所式 安倍総理挨拶 【平成２７年３月３１日】
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国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律案の概要

構造改革特別区域法の一部改正

地方道路公社が公社管理道路運営権を設定する場合に

は、民間事業者に料金を収受させることとし、民間事業

者による公社管理有料道路の運営を可能化。

【第２８条の３】

（１）公社管理有料道路運営の民間開放

地方公共団体が行う研修を修了した者は、地域限定特

例通訳案内士として、報酬を得て通訳案内業務を行うこ

とを可能化。 【第１９条の２】

（２）外国語による観光案内人材の育成

経済社会の構造改革を更に推進し、産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動拠点の形成を図り、並びに地域の活性化を図るため、国家戦略特別区域法及び

構造改革特別区域法において、新たな規制の特例を設ける等の措置を講ずる。

公証人は公証役場において職務を行う必要があるが、

役場外の「ワンストップセンター」における定款認証が可

能であることを明確化。 【第１２条の２】

法人設立手続の簡素化・迅速化

外国人の活躍環境の整備

外国人を含む開業促進など

外国人を含めた起業・開業促進のため、登記、税務、

年金、定款認証等の創業時に必要な各種申請のため

の窓口を集約。相談を含めた総合的な支援を実施。

【第３６条の２】

③ワンストップセンターの設置☆

④公証人の公証役場外における定款認証☆

女性の活躍推進等のため、地方自治体等による一定の

管理体制の下、家事支援サービスを提供する企業に雇

用される外国人の入国・在留を可能化。 【第１６条の３】

・創業人材について、地方自治体による事業計画の審

査等を要件に、「経営・管理」の在留資格の基準（当初

から「２人以上の常勤職員の雇用」又は「最低限（５００

万円）の投資額」等）を緩和。 【第１６条の４】

・クールジャパンに関わる外国人の活動を促進する施

策の推進、情報提供等。 【第３７条の２】

①創業人材等の多様な外国人の受入れ促進など☆

②外国人家事支援人材の活用☆

規制改革による地方創生

医療法人のガバナンス強化の観点から、都道府県知事が、医師

以外の者を医療法人の理事長として選出する際の基準について、

法令上明記した上で見直し、当該基準を満たす場合は迅速に認

可。 【第１４条の２】

⑤医療法人の理事長要件の見直し

労働力確保が課題となる地域等において、高年齢退職者が活躍

できるよう、民業圧迫の恐れがなければ、シルバー人材センター

が、週２０時間ではなく、４０時間の就業についても、派遣事業を

行うことを可能化。 【第２４条の２】

⑥農業等に従事する高齢者の就業時間の柔軟化

国有林野の活用を促進するため、貸付等の面積（現行5ha）を拡大。

【第１６条の２】

⑨国有林野の民間貸付・使用の拡大

国家戦略特別区域法の一部改正

グローバル人材の育成や個性に応じた教育等のため、教

育委員会の一定の関与を前提に、公立学校の運営を民

間に開放。 【第１２条の３】

⑩公立学校運営の民間開放☆

スタートアップ企業における優秀な人材確保のため、国・

自治体等に勤務する者をスタートアップ企業で働きやすく

する枠組み（一定期間内に再び国・自治体の職員になっ

た場合の退職手当の算定への配慮）を構築。

【第１９条の２、第３６条の３】

⑪官民の垣根を越えた人材移動の柔軟化

民間ノウハウの活用など

今国会提出法案で新たに盛り込むもの

保育等の福祉サービスの需要の増加に対応するため、保育所等の社会福祉施設について、
一定の基準を満たす場合には、都市公園の管理者は占用を許可。 【第２０条の２】

２．都市公園内における保育所等設置の解禁

採取した血液を原料として製造できる物は血液製剤等に限定されているが、再生医療技術を
活用し、医薬品の研究開発等に係る国際競争力を強化するため、血液を使用して、業として、
ｉＰＳ細胞から試験用細胞等を製造することを可能化。 【第２０条の３】

１．ｉＰＳ細胞から製造する試験用細胞等への血液使用の解禁 臨床修練制度を活用し、医療分野における国際交流の進展に資する観点から、外国医師の受
入れを、現在の「指定病院との間で緊密な連携体制が確保された診療所」から、指導医による
指導監督体制を確保し、国際交流の推進に主体的に取り組むものであれば、「単独の診療所」
にも拡充。 【第２４条の３】

３．臨床修練制度を活用した国際交流の推進

漁業者の法人化・協業化により競争力の向上や６次産業化の促進を図り、浜の活性化に資する
ため、漁業生産組合の設立要件（現行７人以上）を緩和。 【第１４条の
３】

４．漁業生産組合の設立要件等の見直し

ソーシャルビジネスの重要な担い手でもある特定非営利活動法
人の設立を促進するため、その設立認証手続における申請書類
の縦覧期間（現行２か月）を大幅に短縮。 【第２４条の４】

⑧ＮＰＯ法人の設立手続きの迅速化

※「☆」は「改訂日本再興戦略2014」に記載の規制改革事項等

保育士不足解消等に向け、都道府県が保育士試験を年間２回行

うことを促すため、２回目の保育士試験の合格者に、３年間は当

該区域内のみで保育士として通用する資格を付与。

【第１２条の４】

⑦地域限定保育士の創設☆

地域限定保育士試験を政令指定都市市長が実施することを可能とする。 【第１２条の４に追加】
そのほか、設備投資減税等に関する課税の特例に係る規定を追加。 【第２７条の２～４】

５．その他（地域限定保育士試験の政令市での実施など）

内 閣 府 地 方 創 生 推 進 室
内閣官房副長官補付（地域活性化担当）

臨時国会提出法案に盛り込まれていたもの
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